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国家観 ･･･ まちの将来を決めるのは自分たちである。･･･ 個人と集団のレジリエンスの協働で
ある。これらは、ボランティアの活動が中心となっていたことと、イデオロギーが中心となっ
ていたので、今回の生活再建の視点に関しては多少の修正を加えた。被災者と行政との関係は
（１）個人的レジリエンス優先型 ･･･ 行政に依存せず ､ 自己の力で復興しようとする。（２）集
団レジリエンス優先型 ･･･ 行政に依存し、行政が衰退すると、復興は滞る。集団がうまく機能




































































































































































































３）M. モース（著）吉田禎吾，江川純一（訳）『贈与論』筑摩書房，2009 年（邦訳出版年），全 305 頁．
　　モース研究会『マルセル・モースの世界』平凡社，2011 年，283 頁．
４）三上剛史『社会学的ディアボリスム－リスク社会の個人－』学文社，2013 年，全 162 頁．






































































































































　こうした 2013 年度の具体的な取り組みについては、2013 年度の報告書（尚絅学院大学総合
人間科学部現代社会学科，2014）にまとめられており、受講した学生一人一人の感想が記され
ている。
４　３年間を振り返って
　筆者自身、尚絅学院大学に赴任するまでは縁もゆかりもなかった名取市であるが、社会調査
実習のほかにもさまざまな調査を蓄積し、震災後の様々な地域社会の断面を記録・分析するな
かで、徐々に見えてきたことがある。その過程で、予想できなかった事態がさまざまな混乱を
生じさせていることも痛感している。
　特に、これほどまでに名取・閖上地域の復興が進まないとは予想できなかった。2011 年 11
月の市役所調査の段階で私もインタビューに同席したのだが、その当時までの名取市は、仮設
住宅の建設、復興計画の策定など、他の自治体と同様あるいはそれに先がけて復興へのプロセ
スが進んでいたのであり、市役所の方々からも、後は住民の合意を得ることだけだという楽観
的な見通しが示されていたことが思い起こされる。
　民主主義社会である日本社会において、復興における住民合意は必要不可欠であることから、
今回の震災は、あらためて日本の民主主義の成熟度が問われている、といった問題設定も可能
である。しかし、「仮設住宅調査」の分析で痛感したことは、今後の展望が見えるからこそ、
長期にわたる仮設住宅の暮らしを受け入れることができるのであって、展望がないままの暮ら
しは極めて厳しいものであるという当然のことであった。展望があれば次のステップに進もう
とする意欲が湧くのであるが、なければ意欲そのものが奪われてしまうのである。言わば、民
主主義の大前提である、話し合いの場にすら到達できないという問題がそこにある。
　自力再建できるだけの何らかの余裕がある層の多くはすでに自宅を購入するなどしていると
聞く。仮設住宅にお住まいの方々は高齢者など、仮設での生活の後の生活再建の見通しが厳し
い方々が多い。そうした方々に対し、私たちの調査は何ができるのだろうか？
　できることのひとつは、震災から３年以上が経過し、震災に関する記憶が風化していること
が危惧されるなかで、調査等で明らかになった現実や、その過程で向きあってきた自身の体験
を他者に伝えることであろう。そのために、雑誌『ヒューマンライツ』に、2013 年の秋から
「東日本大震災――被災地域での学びから」という連載をスタートさせた。初回は筆者が担当
（14）
した（内田，2013c）が、２回目以降は社会調査実習を受講した内田ゼミ生によって、調査活
動や自らの被災体験を伝えており、当分の間続く予定である。
　今後の社会調査実習の取り組みでは、2012 年度に企画された当初の予定どおり、2015 年度
までは名取・旅おこし講の取り組みを続ける予定である。そして、復興過程に関する調査は、
復興の遅れという現実の厳しさもあって、さらに長期的に継続することになるだろう。はたし
て、被災された方々にとって望ましい社会調査とは何か、望ましい関わりと何か、そこから我々
が学ぶべきことは何か。復興に向けて、日々迷いながらも学生とともに調査を続けていく。な
ぜなら、社会調査によって明らかにされ、検討されるべき問題は、地域社会においていまだ山
積しているのだから。
文献
尚絅学院大学総合人間科学部現代社会学科，2012『社会調査報告書　第４号――名取市の震災復興と地域活性』．
尚絅学院大学総合人間科学部現代社会学科，2013『社会調査報告書　第５号――東日本大震災からの地域社会
の復興過程と地域活性』．
尚絅学院大学総合人間科学部現代社会学科，2014『社会調査報告書　第６号――名取・旅おこし講の取り組み
と名取市の復興・地域活性』．
内田龍史，2012「社会調査実習と名取市への地域貢献」『尚絅学院大学紀要』63 号：（１）－（３）．
内田龍史，2013a「津波被災地周辺地域の住民の経験――宮城県名取市住民への質問紙調査から」『尚絅学院大
学紀要』65 号：43-58.
内田龍史，2013b「仮設住宅住民の現状と今後の展望──名取市・岩沼市を事例として」『尚絅学院大学紀要』
第 66 号：105-118．
内田龍史，2013c「連載にあたって――被災地域と向き合う社会調査」『ヒューマンライツ』12 月号（部落解放・
人権研究所）309 号：28-29．
